
様式第６号その１
提　案　価　格　書

令和　　年　　月　　日　　
　東広島市長　様

商号又は名称

所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　１　ハードウェアの調達費用（庁内LAN）

	円
	（備考）


　２　ハードウェアの設置作業及び撤去（庁内LAN）
	円
	（備考）


　
３　運用保守サービス（庁内LAN）及び公衆無線LANサービスの提供（庁内LAN）
	運用保守サービス（庁内LAN）
	公衆無線LANサービスの提供（庁内LAN）

	期　間
	価格
	期　間
	価格

	1年目（R8.1.1～R8.12.31）
	円
	令和7年度（R8.1.1～R8.3.31）
	円

	2年目（R9.1.1～R9.12.31）
	円
	令和8年度（R8.4.1～R9.3.31）
	円

	3年目（R10.1.1～R10.12.31）
	円
	令和9年度（R9.4.1～R10.3.31）
	円

	4年目（R11.1.1～R11.12.31）
	円
	令和10年度（R10.4.1～R11.3.31）
	円

	5年目（R12.1.1～R12.12.31）
	円
	令和11年度（R11.4.1～R12.3.31）
	円

	
	円
	令和12年度（R12.4.1～R12.12.31）
	円

	合　　　　計
	円
	合　　　　計
	円


（注）
１　







































































「ハードウェアの調達費用（庁内LAN）」及び「ハードウェアの設置作業及び撤去（庁内LAN）」には総額を記載すること。また「公衆無線LANサービスの提供（庁内LAN）」及び「運用保守サービス（庁内LAN）」については、提供開始日を令和８年１月１日とした場合の費用を期間毎に記載すること。なお「運用保守サービス（庁内LAN）」の1年目における価格については、別紙プロポーザル実施要領の3.(3)②に示す価格を上限金額とし、2年目以降の価格についても審査基準の対象とする。
２　提案価格書の費用内訳（別紙）を添付し、割印を押印すること。
３　上記金額には、消費税及び地方消費税を含まない。別紙も同様とする。
４　企業グループの場合、「商号又は名称」欄に企業グループ名を併記した上で、代表企業について記載
し、代表企業が提出すること。
様式第６号その１（別紙１）
提案価格書の費用内訳

１　ハードウェアの調達費用（庁内LAN）
	項番
	項目
	数量
	単価
	内容

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	合計
	
	円
	


２　ハードウェアの設置作業及び撤去（庁内LAN）
	項番
	項目
	数量
	単価
	内容

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	合計
	
	円
	


３　公衆無線LANサービスの提供（庁内LAN）
	項番
	項目
	数量
	単価
	内容

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	合計
	
	円
	


　（注）年度により費用が異なる場合は、「項目」欄や「内容」欄にそのことが分かる旨を記載すること。
様式第６号その２
提　案　価　格　書

令和　　年　　月　　日　　
　東広島市長　様

商号又は名称

所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　１　ハードウェアの調達費用（公共施設LAN）

	円
	（備考）


　２　ハードウェアの設置作業及び撤去（公共施設LAN）
	円
	（備考）


　３　公衆無線LANサービスの提供（公共施設LAN）
	年　度
	公衆無線LANサービスの提供（公共施設LAN）
	備　考

	令和７年度
	円
	

	令和８年度
	円
	

	令和９年度
	円
	

	令和10年度
	円
	

	令和11年度
	円
	

	令和12年度
	円
	

	合　　　　計
	円
	










































































（注）
１　







































































「ハードウェアの調達費用（公共施設LAN）」及び「ハードウェアの設置作業及び撤去（公共施設LAN）」には総額を記載すること。また「公衆無線LANサービスの提供（公共施設LAN）」については、提供開始日を令和８年１月１日とした場合の費用を年度毎に記載すること。

２　提案価格書の費用内訳（別紙）を添付し、割印を押印すること。
３　上記金額には、消費税及び地方消費税を含まない。別紙も同様とする。
４　企業グループの場合、「商号又は名称」欄に企業グループ名を併記した上で、代表企業について記載し、代表企業が提出すること。

様式第６号その２（別紙１）
提案価格書の費用内訳

１　ハードウェアの調達費用（公共施設LAN）
	項番
	項目
	数量
	単価
	内容

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	合計
	
	円
	


２　ハードウェアの設置作業及び撤去（公共施設LAN）
	項番
	項目
	数量
	単価
	内容

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	合計
	
	円
	


３　公衆無線LANサービスの提供（公共施設LAN）
	項番
	項目
	数量
	単価
	内容

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	合計
	
	円
	


　（注）年度により費用が異なる場合は、「項目」欄や「内容」欄にそのことが分かる旨を記載すること。
様式第６号（別紙２）
提　案　価　格　書（独　自　提　案　部　分）
令和　　年　　月　　日　　
東広島市長　様

商号又は名称

所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

１　提案価格（独自提案に係るもの）

	提案価格
	円


２　提案内容（独自提案に係るもの）

	提案内容
	


３　提案価格内訳（独自提案に係るもの）
	項目
	単価
	数量
	計
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	





































































（注）独自提案を行う場合のみ記載すること。また、上記金額には、消費税及び地方消費税を含まない

